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東京海上日動火災保険株式会社 

 

企業の防災・減災対策を支援する「レジリエント情報配信サービス」の提供開始 

 

東京海上日動火災保険株式会社（取締役社長：広瀬 伸一、以下「当社」）は、2021年に国立研究開

発法人防災科学技術研究所（以下「防災科研」）と共同出資して設立したI-レジリエンス株式会社（以下

「I-レジリエンス」）と連携し、気象や地震の情報をリアルタイムに可視化する「レジリエント情報配信サー

ビス」の提供を開始します。 

「レジリエント情報配信サービス」は、登録されたお客様の拠点や取引先企業等の拠点において自然

災害による被災のリスクが高まった際に、お客様に対してアラートを発信・通知することで、早期避難・被

災の最小化といった防災・減災対策に貢献するものです。 

当社は保険を通じた経済的補償の提供に加え、災害の事前・事後の領域をサポートする防災・減災

総合ソリューション事業を展開することで、災害に強い社会づくりに貢献していきます。 

 

1. 背景 

近年、豪雨や台風等の自然災害が多発し、多くの企業に甚大な被害をもたらしています。企業におけ

る自然災害への対応、特に防災・減災に対する取り組みは、企業が事業を継続し持続的に発展していく

うえで不可欠なものとなっており、益々重要性が高まっています。  

東京海上グループは、お客様と地域社会の「いざ」を支えるため、保険による経済的補償を通じた「あ

んしん」の提供に留まらず、防災・減災ソリューションを開発し提供してきました。2021年11月には、社会

のニーズに合わせた新たな防災・減災サービスを広く提供するために、防災科研と共同出資を行い、I-

レジリエンスを設立いたしました。 

当社とI-レジリエンスは、多岐にわたる防災関連データを活用したサービス開発を進めており、今般

「レジリエント情報配信サービス」の提供を開始することといたしました。 

 

2. 「レジリエント情報配信サービス」の概要 

本サービスは、GIS※プラットフォーム上に気象情報や防災情報を取り込み、登録された全国の拠点毎

の情報を地図上に可視化するサービスで、主な特徴は以下の通りです。 

※ GIS（Geographic Information System）： 

地理情報システムのことで、河川や気象等のさまざまなデータをデジタルの地図上に可視化することが可能。 

 

① リスク情報の一元管理 

各拠点における風水災や地震等に関する災害情報をリアルタイムに地図上で一覧表示すること

により、拠点毎の危険度の一元管理が可能となり、災害による事故発生時の情報収集や初期対応

の迅速化に活用いただけます。 

また、自社の拠点に加えて、取引先企業の拠点等を登録することが可能なため、取引先企業へ

の情報提供等にも活用いただけます。 

 



② アラート通知 

拠点の災害による事故発生リスクが高まった際に、リアルタイムにアラート通知を受け取ることが

でき、企業の被害軽減や事業継続に向けた意思決定・対策に活用いただけます。 

 

③ 平時の自然災害リスクに関する情報把握 

複数の拠点を持つ企業が各拠点の洪水浸水想定区域や土砂災害警戒箇所等の自然災害リス

クに関する情報を閲覧することができ、平時の際の情報収集に活用いただけます。 

 

サービス利用時に登録できる拠点数やメールアドレス登録数は、以下の通りです。 

◆ 拠点登録数 

1IDにつき、500拠点まで登録が可能（501拠点以上登録希望の場合は応相談） 

◆ メールアドレス登録数 

1拠点につき、5人分のメールアドレスの登録が可能（6名以上登録希望の場合は応相談 

   

 

【画面イメージ】 レジリエント情報配信サービス（台風接近時） 

 

3. 今後について 

当社とI-レジリエンスは、「レジリエント情報配信サービス」の高度化に向けて、災害情報の提供

に留まらず、防災科研が保有する研究成果を活用した独自の気象データ等を配信していくことを予

定しています。また、災害対応や防災対策の高度化に向けて、より実効性の高い防災情報を企業

や自治体等のお客様に届けるサービスの開発を進めていきます。 

以 上 


